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米の新「核弾頭保有計画」
　　　ほど遠い核軍縮
ますます「日本」が問われる
　ＮＰＴ再検討会議準備委員会を振り返る
　［資料］ＮＰＴ再検討準備委員会

　日本の提出作業文書

　８年後も６，０００弾頭
　米ロのモスクワ条約（０３年６月発効）で、米国も
ロシアも、２０１２年までに、作戦配備された戦略核
弾頭を１，７００～２，２００発に削減することに合意し
ている。今回の発表によっても、このことに変化は
ない。２ページの表を見ていただきたい。横軸が
「活性状態弾頭数」の中の「作戦配備」、縦軸が
「戦略核戦力」の中の「戦略核合計」の２０１２年の
項にある２，２００という数字がそれである。
　しかし、本誌１６０号（０２年４月１日）で解説したよ
うに、数えられていないその他の弾頭を考慮する
と、米国の全核弾頭数は２０１２年においても９，９８０
発、つまり約１０，０００発残ると推定されていた。そ
れが、今回の発表によって、表の最下段右端の
６，０２５発、つまり約６，０００発にまで減ると予想され
る。その意味では一歩前進した、と評価できるで
あろう。また、ロシアに対して、すでに維持が困難
になっている兵器の明確な廃棄を促す効果もあ
ると思われる。
　今回の計画の最大の特徴は、ブッシュ政権の
「核態勢の見直し（ＮＰＲ）」で打ち出された、削減
兵器の多くを「迅速対応戦力」として再利用のた
めに保持する方針や、不活性状態（経年変化で

劣化するトリチウムや電池などをはずした状態）で貯
蔵している核弾頭について見直しが行われ、多くを
解体する決定をしたことであろう。結果として、「迅速
対応戦力」の概念がどう変化したのかは明らかでは
ない。いずれにしてもその結果、退役した潜水艦発
射弾道ミサイルの弾頭Ｗ７６約１，５００発、空中発射巡
航ミサイルのＷ８０-１弾頭１，０００発などが廃棄される
こととなった（表参照）。
　この措置の背景には、大統領選の対抗候補であ
る民主党のジョン・ケリー上院議員が打ち出した不
拡散政策に対して、「削減実績」の数字を示す意図
があったものと思われる。
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　６月１日、米ブッシュ政権は、備蓄核弾頭の新しい計画に関する秘密報告書を議会に対して提出し
た。その内容について、米エネルギー省・国家核安全保障局（ＮＮＳＡ）リントン・Ｆ・ブルックス局長は電
話記者会見において、「２０１２年末には、現在よりも備蓄核兵器は半減する」と説明した。しかし、詳細は
発表しなかった。
　世界の核兵器を調査してきた天然資源保護評議会（ＮＲＤＣ）は、独自に分析してその内容を推定し
た。そのデータを基礎に、新計画のエッセンスとそれへの批判を以下に要約した。
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米「備蓄核弾頭」計画（０４年６月１日）による現在（０４年６月）と８年後（２０１２年）の

米核弾頭数の概念的比較

※２００４年はピースキーパーに、２０１２年はミニットマンⅢに搭載。／※※空中発射巡航ミサイル（ＡＬＣＭ）および新型巡航ミサ
イル（ＡＣＭ）の弾頭。／＃海洋発射巡航ミサイル（ＳＬＣＭ）トマホークの弾頭。／＃＃地上発射巡航ミサイル（ＧＬＣＭ）の弾頭。

ＮＲＤＣ（天然資源保護評議会）の分析データより作成
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「崖っぷち」に立つＮＰＴ
ますます「日本」が問われる

　このような数字が出ると、日本政府はアメリカ政府以上
に削減の実績を宣伝し、日本の核軍縮外交の正しさの
証拠のように利用してきた。今回もそうするであろう。しか
し、８年かけて４，０００減らせる、こののろまなペースの背後

では、核兵器の基本政策がまったく変更されていないこ
とを、まず強調するべきであろう。残る６，０００発に対して、
今後数十年にわたる現代化計画や、新型核兵器の研究
計画など、ＮＰＲが掲げた方針が巨額を投じて着実に進
行しているのである。（梅林宏道）

� � １ページからつづく

ＮＮＮＮＮＰＰＰＰＰＴＴＴＴＴ再再再再再検検検検検討討討討討会会会会会議議議議議準準準準準備備備備備委委委委委員員員員員会会会会会ををををを振振振振振りりりりり返返返返返るるるるる

　核兵器国は、核廃絶に向けた交渉を拒否し、消極的安全保証
の法制化を拒否し、彼らの中の主要国がＣＴＢＴ並びに第６条の
完全履行を捨て去ることを黙認したのである。（ダグラス・ロウチ「核
競争の再発か、核軍縮か－人類の命運を決める選択」、２００４年５月）
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◆混乱の最終日
　２００４年５月７日、ニューヨークの国連本部で開催されて
いた２００５年核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議に向けた
第３回準備委員会は、厳しい対立と混乱のなか、２週間の
会期を終えて閉幕した（本誌２０９・１０号に「速報」）。来年の
再検討会議にむけて、もう一度準備委員会が開催される
道が残されてはいるが、おそらく今回が最後の準備委員
会となるべき重要な会議であった。
　この準備委員会には、２００５年再検討会議に向けて
「最終報告」を提出する任務が課せられていた。最終報
告には二つの内容が含まれなければならない。１）再検
討会議への勧告、２）再検討会議の運営に関する取り決
め、である。前者の「勧告」には、特定の議題を討議する
特別時間の割り当てや下部機関の設置などを含む議事
に関する勧告、そして、ＮＰＴ条約の完全実現のための実
質的な問題に関する勧告、の両方が含まれる。
　国家グループ間の厳しい意見対立から、今回の準備
委員会では実質問題に関する勧告を含む合意文書の
作成は難しいと見られていた。予想通り、激しい混乱と対
立の末に採択された最終報告には、開催日の決定や議
長の任命など、来年の再検討会議の開催を可能にする
最低限の手続き事項に関する合意のみが盛り込まれた。
しかも、合意に至らなかった実質的な内容に関する勧告
及び議事に関する事項（暫定議題、背景文書）は、合意を
前提としない「議長概要」として最終報告の添付文書に
する道も残されていたが、それもできなかった。過去の準
備委員会では、「議長概要」は議長の私的なまとめ文書
として、主要国に多少の不満があっても最終報告に添付
されてきた。しかし今回は、最終報告に添付することすら
も拒否された。

　混乱のために、これまでは公開された締めくくりの全体
会議へのＮＧＯのアクセスが拒否された。それだけでは
なく、伝えられるところでは、議事運営にも大きな混乱が
あった。その結果、何が合意されたのかが終了一か月後
になっても整理されていない状況である１。

◆ダグラス・ロウチ報告
　インサイダー情報が含まれていると考えられるＮＧＯ・
中堅国家構想（ＭＰＩ）のダグラス・ロウチ上院議員の報
告が、最終日の様子を知る一つの手がかりとなる。この
報告によれば、会議の最終局面での動きは以下のようで
あった２。
　議長を務めたインドネシアのスジャッナン・パルノハ
ディニングラット大使３が最終日の一日前に提出した「議
長概要」草案は、対立するさまざまな意見を反映させよう
とした努力の結晶であったが、そのために全体に向けた
アピールに欠けたものとなった。米、英、仏、ロは「議長概
要」草案のバランスの欠如を非難した。米国はそれを最
終報告の添付文書とすることにさえ反対した。
　パルノハディニングラット大使はまた、困難を予測し
て、５月５日に提出した「最終報告」草案４に合意できるこ
とを期待してただ１項目の「勧告」を挿入した。その１項目
は次の通りであった。
　「条約の再検討プロセスの強化に関する１９９５年の決
定及び２０００年再検討会議の最終文書にある通り、また、
これまでに開催された準備委員会における討議と結果
を考慮し、第３回準備委員会は、２００５年再検討会議に対
して、再検討会議主要委員会の諸課題を議論するため
下部機関の設立を検討するよう勧告することに合意す
る。」

●Ｍ
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　これは実質的な内容を含むものではなく、手続きにつ
いての勧告に過ぎなかったが、２０００年再検討会議の成
果を議論の前面に押し出す可能性があった。
　米国は、２００５再検討会議の議題が２０００年再検討会議
に言及することを拒否し、いかなる形でも２０００年会議を
想起することを嫌っていた。カナダが中心となって暫定
議題の文言についての調整が続けられ、一時は合意に
至るかと思われた。しかし、今度は非同盟運動（ＮＡＭ）が
反発した。ＮＡＭは自分たちの提出した勧告の短縮版リ
ストを最終報告の勧告に加えることを要求した。この勧
告には、「安全の保証」問題を検討する下部機関の設置
が含まれており、米、英、フランスが明確に拒絶した。かな
りの国に反対されたとき、ＮＡＭは勧告リストの受け入れ
をＮＡＭが暫定議題を受け入れるための条件とするに
至った。この手法は非難を浴びた。
　やがて会議は行方が定まらないまま崩壊し、パルノハ
ディニングラット議長の提案したただ１項目の勧告も共倒
れになって終了した。
　２００５年再検討会議の議長に選出されたブラジルの
デュアルテ大使は、少なくとも２００５年に向けた暫定議題
について合意するよう参加国に繰り返し要求した。デュ
アルテ大使には、来年の再検討会議までの期間に、議題
について主要なグループと協議をすすめるという義務が
あった。しかし、大使の要求はついに受け入れられな
かった。

◆「不拡散派」対「軍縮派」
　ＮＰＴの３４年の歴史において、いわゆる「不拡散派」と
「軍縮派」の対立は伝統的な構図であり、決して目新し
いものではない。米国を筆頭とする前者は、核兵器のさら
なる水平拡散の防止こそがＮＰＴ体制の眼目であると考
える。一方、後者をリードしてきたＮＡＭ、そして、より柔軟
な姿勢で２０００年合意の立役者となった新アジェンダ連
合（ＮＡＣ）などの非核兵器国は、前者の目的達成のため
にも核兵器国によるＮＰＴ第６条の軍縮義務の履行が、少
なくとも同じくらいに重要であると主張する。
　今回の準備委員会は、両者の溝が修復不可能なまで
に拡大する可能性を浮き彫りにした。その背景には、別の
政権であったとはいえ、米国を含めて一旦合意した２００
０年合意を一方的に破棄しようとするブッシュ政権の傲
慢な姿勢に対する反発がある。その米国を、黙して自国
の利益を守ろうとする他の核兵器国の態度も、状況を
いっそう救い難くした。独立国としての自尊心と、一般的
に本国の政治家よりも国際正義の意識が強いＮＡＭの指
導的諸国のエリート外交官たちの反発は当然と言えるで
あろう。
　米国は、北朝鮮、イラン、イラクなどのＮＰＴ違反問題に
焦点を当て、２月のブッシュ提案などに言及し、さらなる
拡散防止措置の強化に対する支持を求めた。
　「ＮＰＴは違反の危機に瀕しており、我々が直面してい
る課題とは、条約の不拡散目的の完全遵守を確保する
方法を案出することである。すべての加盟国による遵守
がなければ、ＮＰＴのもたらす安全保障上の利益に対す
る信頼は損なわれてゆくであろう。」（ジョン・ボルトン国務

次官）５

　一方で、米国は「明確な約束」を含む１３項目の実際的
措置をはじめ、軍縮に関する過去の誓約を意図的に軽
視した。まず、ＮＰＴの基本的な認識について、米国は以
下のように再定義した。
　「ＮＰＴの中心となる取引きは、もし非核兵器国が核兵
器の追求を放棄すれば、それらの国には民生用原子力
の開発における支援が与えるかもしれない、ということに
ある。」６

　そして、米国は第６条の軍縮義務を守っていると断言
し、「第６条問題など存在しない」と、挑発的な驚くべき発
言をした。
　「存在しもしない第６条問題に焦点を当てることによっ
て、我 の々直面している違反問題から注意をそらすわけ
にいかない。」７

　ＮＡＭとＮＡＣは、過去の誓約を反故にしようとする核
兵器国の姿勢に強く反発し、２００５年再検討会議に向け
た議論は、１９９５年の再検討・延長会議及び２０００年再検
討会で合意された誓約に基づくことが前提であると主
張した。これまでと同様、ＮＡＭは「核廃絶に向けた期限
付きの計画に関する即時かつ包括的な交渉」の開始を
求め、ＮＡＣは、「核不拡散と核廃絶は、継続的かつ不可
逆的な前進を要求する相互補完のプロセス」であり、「条
約の選択的な遵守は、ＮＰＴ体制全体にとって害である」
「国家は拡散に挑戦に対処するだけではなく、核軍縮を
含む、軍縮の達成に向けた解決策を強化していかなけ
ればならない」と強調した。８

　しかし、今回の準備委員会においては、核兵器国に強
く反発するＮＡＭと、橋渡しの可能性を探ろうとするＮＡＣ
の間で、役割分担が必ずしもうまく行かなかったという印
象を残した。
　ＮＡＣは、準備委員会が提出すべき実質的な問題に関
する「勧告」の重要性を強く認識し、４４項目の「実質問題
に関する勧告」９を提出し、初日から積極的な働きかけを
行った。１３項目の実際的措置の実施を中心に据えたこ
の勧告は、核兵器国と非同盟運動（ＮＡＭ）の主張の中
間に位置し、ＮＡＴＯ非核兵器国の立場に比較的近い、
現実的な勧告案であった。

◆消極的安全保証（ＮＳＡ）
　「法的拘束力のある安全の保証」問題は、準備委員会
の最重要問題の一つであった。２０００年合意の最終文書
のなかで、準備委員会には「法的拘束力のある消極的
安全保証（ＮＳＡ）を達成する方途」について、２００５年に
向けた実質的な勧告を作成することが求められていた。
　これまで、ＮＡＣは、この問題に積極的に取り組んでき
ており、第１回、第２回の準備委員会では「安全の保証」と
題する作業文書を提出してきた１０ 。
　「すべての非核兵器国を対象とする法的拘束力のあ
る安全の保証に関する多国間協議が決着するまでの
間、安全の保証に関する現存する誓約を完全に尊重す
るよう、核兵器国に要求すること。これは、ＮＰＴの文脈の
中における別の協定という形式でも条約議定書の形式
でもよい。」１１
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　また、ＮＡＣは「２００５年再検討会議において安全の保
証を検討する下部機関の設置を検討する」ことも提案し
た１２。
　ＮＡＭも、これまでと同様、「核兵器の完全廃棄までの
間、普遍的、無条件かつ法的拘束力のある、非核兵器国
を対象にした安全の保証に関する条約が優先事項とし
て追求されるべきである」と、ＮＳＡを優先事項とすべきこ
とを強調した１３。ＮＡＭはまた、今回の準備委員会におい
てＮＳＡについて充分な議論が行われるよう、「特別の討
議時間」の割り当てを要求したが、結局、ＮＳＡに関する
議論は核軍縮措置の検討のために設けられたセッショ
ンの中に含まれることになった。
　一方、「テロとの戦争」を押し進めるなかで、米国は法
的拘束力のあるＮＳＡの供与に強い抵抗を示した。第６条
の履行に関する声明では、「安全の保証」の要求は現状
に合致していないとの理論を開陳した。
　「私たちは、ＮＰＴ加盟国に対し、世界に起こっている
非常に大きな変化に思いを致し、今日の安全保障上の
本当の懸念を考慮するよう求める。」「（北朝鮮、イランなど
の名前をあげた説明の後）このような安全保障環境にお
いて、ＮＰＴ上の核兵器国によるＮＳＡが、ＮＰＴ非核兵器
国の安全保障上の懸念に対する対処法として、その重
要性を減らしつつあることは明らかである。」１４

　これは実に自己矛盾に満ちた演説である。米国のいう
「本当の懸念」に対して、米国は核兵器で対処しようとし
ている。そのために法的拘束力のあるＮＳＡを与えること
を渋っている。だとすれば、①同じ懸念を持つ国は核兵
器を持たなくてはならない、②米国がどこかの国を勝手
に懸念対象国に仕立てる可能性がある以上、非核兵器
国はますますＮＳＡが必要である、という議論が成り立つ
のである。
　米国と同様に、ＮＳＡに法的拘束力を与えることに抵抗
する英国は、非核地帯条約を持ち出して次のように述べ
た。「英国は非核地帯条約の議定書を通じてＮＳＡを供
与している。…我 は々これらの誓約がすでに非核兵器国
に彼らの要求する保証を与えていると考えている。」１５こ
れは、クリントン政権時代の米国も使った論理であるが、
なぜ「法的拘束力」に抵抗を示すのかに対する説明には
ならない。

◆新型核兵器
　米国の新型核兵器をめぐる動きに関しては、これまで
の準備委員会を通じて、多くの国が懸念を表明してき
た。今回の会議で米国は、これを攻撃的な口調で否定し
た。前述したように「第６条問題は存在しない」のである。
　米国はまず、同国が第６条義務に違反しているという
非難を真っ向から否定した。モスクワ条約に基づく核弾
頭数の削減などに言及し、「米国が第６条義務を完全に
遵守しているということには、まったく疑いの余地がない」
１６と述べた。
　そして、もっとも注目を集めている小型核兵器の研究
解禁問題については以下のように述べた。
　「米国は低威力のものを含め、いかなる新型の核兵器
も開発していない。新概念の兵器につけられた現在の議

会予算のもとでの新型核兵器の設計に関する研究は、
完全に概念的なものである。…このような米国の核兵器
に関する政策は、大統領の決定と議会の承認がなけれ
ば変更されることはない。」「我 は々、米国がすでに何十
年にもわたって、そして今日も、備蓄兵器として低威力の
核兵器を保有していることを申し上げたい。ゆえに、新し
い低威力の兵器が核のしきいを低くするということはあり
えない。どのような威力のものであれ、核兵器の使用への
勧告の扱いは、米国の国家安全保障における最大の懸
念が起こったときの最後の選択として米国大統領の判
断に委ねられているものである。」１７

　このような米国の議論は、ＮＡＣの次のような議論です
でに前もって反論されている。「・・・研究への資金の配分
を含む、新型核兵器の開発及び使用の正当化に向け
た、核兵器国によるいかなる計画や意図も、ＮＰＴの精神
に矛盾し、安全保障政策における核兵器の役割の縮小
という２０００年再検討会議の合意に反する。このようなア
プローチが新しい安全保障政策やドクトリンを示してい
るかぎり、ＮＰＴ体制の遵守は果たされない。」１８

　中国はより強い語調で米国の動きを非難した。「・・・先
制攻撃戦略をとること、核攻撃の対象として他の国家を
名指しすること、核兵器使用のしきいを低くすること、新
型で使用されやすい核兵器の研究及び開発、核実験の
準備期間の短縮などは、国際的な流れに逆行するだけ
ではなく、国際的な核不拡散努力を害するものである。
それは、どの国家にとっても利益にならない。」１９

◆影が薄い日本
　猪口邦子氏に代わり、新しく就任した美根慶樹軍縮大
使は、４月２６日の一般演説の冒頭、「ＮＰＴの役割」として、
「ＮＰＴは不拡散と核軍縮に関する条約である。これら２つ
の補完し合う側面は密接に結びついており、両面で促進
される必要がある」との基本認識を示した。そして「核軍
縮については、ＮＰＴは核兵器国に核軍縮を追求するよ
う義務付けている。それらの国の核兵器の完全廃棄は、
第６条の完全な履行を通じて達成されなければならな
い」として、１９９５年、２０００年の誓約を再確認した。また、来
年の再検討会議が被爆６０周年にあたることに言及し、
核廃絶への強い誓約を確認するよう、ＮＰＴの全加盟国
に求めた。これらの基本的立場の表明は、核兵器の非人
道性を知る被爆国の政府として当然のことながら、評価
できることである。
　しかし、２０００年合意を無視する米国の横暴に対して
苦しんでいる良心的国 を々前にして、日本には現実と闘
おうとする積極的な提案が欠けていることを指摘せざる
をえない。共感を誘い、状況をリードする信念の吐露も見
受けられない。
　これまでと同じ調子で、米ロによるモスクワ条約による
核削減を、核軍縮の実績として評価する。あたかも「第６
条問題は存在しない」とする米国に加勢しているようで
ある。ＣＴＢＴの早期発効をいいながら、（名を挙げる必要
性は必ずしもないが）具体性をもって米国を批判すること
もない。状況と闘おうとしない日本の姿勢は、日本が提出

８ページへつづく� �
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１．概観（略）

２．核軍縮

　ＮＰＴは、核不拡散と核軍縮の両方を追
求している。大多数の国々が核兵器の保
有を放棄しているという事実は、核不拡散
体制を強化しようとする国際的な努力に
とって画期的なことである。核兵器国は、こ
の達成を真摯に受け止めるべきである。こ
れに関連して想起すべきなのは、１９９５年の
ＮＰＴ無期限延長決定が、核軍縮の促進を
含んだ「原則と目標」決定の合意と一緒に
なったパッケージの不可分の一部であると
いうことである。非核兵器国の側における
そのような断固たる決意に対応して、核兵
器国もまた、核軍縮に向けた明確な前進を
示さなければならない。

　可能な限り早期において、国際社会は、
核兵器のない平和で安全な世界を実現し
なければならない。核兵器国が、核軍縮諸
措置を強化し、継続していくことが肝要で
ある。核兵器が使用される可能性が拡大し
つつあることに対する懸念が、近年ますま
す頻繁に表明されるようになった。日本は、
唯一の被爆国として、核の惨禍が再び繰り
返されることのないよう、強く要請してきた。
日本は、これを回避するためにあらゆる努
力が払われなければならないと確信する。
核使用のしきいは可能な限り高く保たれて
いなければならない。こういった傾向の中
で、日本は、国際社会が、恐ろしく且つ、長
期にわたる核兵器使用の結果についてよく
知り、記憶に留めておくべきであると考え
る。

　締約国、とりわけ核兵器国が、２０００年再
検討会議で合意された核軍縮措置の履行
の前進に誠実に努力することが必要であ
る。２０００年来の国連総会において、日本は
「核兵器完全廃棄への道程」と題する決議
を提出してきた。この決議は、２０００年再検
討会議での合意に基づいて、核兵器完全
廃棄を達成するためにとられるべき具体的
諸措置を明示したものである。同決議はま
た、核軍縮と核不拡散の現状を反映したも
のであり、核軍縮の前進を国際社会に強く

訴えたものであった。

（１）包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）
　包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）は、核
兵器の広がりや核兵器の質的改良を制限
しており、核軍縮と核不拡散の促進の歴史
的な道標である。ＣＴＢＴは、国際原子力機
関（ＩＡＥＡ）の保障措置と共に、ＮＰＴ体制の
主要な柱の一つとしての重要な役割を持っ
ており、核兵器のない世界の実現に向けた
実際的かつ具体的な措置である。ＣＴＢＴの
普遍化に向けた努力は、１９９６年の採択以
来７年間で、１７１カ国の署名および１１２カ国
の批准という結果をもたらした。しかしＣＴＢ
Ｔはいまだに発効しておらず、したがって、
核軍縮と核不拡散の将来の確実性を弱め
ており、ＮＰＴ体制が否定的な影響を受ける
ことが懸念されている。

　日本は、ＣＴＢＴの早期発効が非常に重
要であると考えており、その目的のために
積極的に取り組んできた。ＣＴＢＴにいまだ
署名ないし批准していない国々、とりわけ
批准が条約の早期発効に必要とされてい
る国 に々対して、可能な限り早期に署名な
いし批准するよう、２国間協議の機会および
多国間会議で積極的に呼びかけてきた。Ｃ
ＴＢＴ早期発効の重要性を強調した前述の
日本提案国連決議は、２００３年の第５８回国
連総会において、圧倒的多数の賛成投票
によって今一度採択された。川口順子外務
大臣は、直 に々強い働きかけを行うべく、２０
０３年９月に開催された第３回ＣＴＢＴ発効促
進会議に出席した。

　第３回ＣＴＢＴ発効促進会議の最終宣言
に応じて、ＣＴＢＴにいまだ署名ないし批准
していない国 、々とりわけ批准が条約の早
期発効に必要とされている１２カ国は、可能
な限り早期に署名ないし批准を行うよう強く
求められる。

　また、ＣＴＢＴ機関準備委員会において、
国際監視システム（ＩＭＳ）などの核実験禁
止検証体制を確立するための努力が継続
されることが重要である。また、このような体
制の確立のために必要な予算が確保され
ることが重要である。ＩＭＳ確立の一環とし

て、日本のＣＴＢＴ国内運用体制の管理下
において、国内の監視施設の建設が着 と々
進められている。

　ＣＴＢＴ機関準備委員会日本政府代表
部の高須幸雄大使は、２００４年の準備委員
会議長に選出され、ＣＴＢＴ早期発効に向
けてあらゆる努力を払っている。

　日本は、ＣＴＢＴが発効するまでの間、核
爆発実験のモラトリアムを継続するという
政治的意思をすべての国々が継続すべき
であると考える。また、国連安保理が、決議
１１７２（１９９８年）の第３節において、すべての
国に対して、ＣＴＢＴの条項に従って、いか
なる核兵器の爆発実験も他のいかなる核
爆発も行わないよう要求するとしたことが
想起されなければならない。日本は、いか
なる核兵器の爆発実験も行わないよう、繰り
返しすべての国に強く要請する。

（２）核分裂性物質カットオフ条約（ＦＭＣＴ）
　２０００年ＮＰＴ再検討会議の結論にもかか
わらず、軍縮会議（ＣＤ）が核分裂性物質
カットオフ条約（ＦＭＣＴ）の交渉をいまだ開
始していないことはきわめて遺憾である。Ｆ
ＭＣＴ交渉は、遅滞なく開始されなければな
らない。核兵器国を含むすべての国々が、
ＦＭＣＴが発効するまでの間、核兵器用の
核分裂物質の生産モラトリアムを継続する
政治的意思を維持しなければならない。
（略）

　ＦＭＣＴに関する交渉開始への具体的な
貢献として、日本は、ＦＭＣＴの実質的な内
容に関する問題について議論を深め、ま
た、交渉の早期開始を促進するために、２０
０３年８月１４日のＣＤにおいてＦＭＣＴに関す
る作業文書を提出した。

　日本は、ＣＤにおける作業プログラムに関
する合意の達成と、それによるＦＭＣＴ交渉
の早期開始の実現を最優先事項と見なし
ている。日本は、現在のＣＤの行き詰まりを
打開するために最大限の努力を払ってい
る。ＣＤの議長を務めた２００３年８月１８日から
１２月３１日までの期間、この目的に向けた日
本の努力は倍化された。この期間内の９月
４日には、川口順子外務大臣がＣＤを訪れ、
ＦＭＣＴ交渉を開始することの必要性およ
び緊急性を強調しながら、ＣＤにおいて実
質的な議論が早期に再開されるよう訴え
た。

（３）核兵器国による核兵器の削減
　日本は、核兵器国によって達成された核
兵器削減における進展を歓迎する。これら
の進展には、ＳＴＡＲＴＩに従った戦略的攻撃

ＮＰＴ／ＣＯＮＦ．２００５／ＰＣ．ＩＩＩ／ＷＰ．１１
２００５年ＮＰＴ再検討会議準備委員会

第３回　２００４年４月２６日－５月７日、ニューヨーク
２００４年４月２８日

日本提出作業文書(抜粋)

資料
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兵器削減の完全履行、一方的削減諸措
置、そしてさらなる核軍縮に向けた一歩と
なる、戦略的攻撃力削減に関するアメリカ
合衆国とロシア連邦の間の条約への署名
などが含まれる。

　日本は、米国とロシアが署名した戦略的
攻撃力削減に関する条約を、米ロがすで
にそれぞれ宣言していた戦略的核兵器の
削減を、法的拘束力をもった形で保証する
ものとして高く評価する。日本は、米ロが約
束した削減の履行を待つことなく、すべて
の核保有国が、保有核兵器を削減し、一方
的または交渉によって、それぞれの保有核
のいっそうの削減を約束することを期待す
る。これに関連して日本は、そのような手段
をこれまでにとっていない核保有国が、核
兵器の削減を直ちに始めることを希望す
る。

（４） 戦略核兵器
　２００２年再検討会議での合意に基づき、
非戦略核兵器を保有するすべての国々
が、透明性を維持しつつ、それらの削減の
ための措置をとることが肝要である。非戦
略核兵器の削減は、地域的および国際的
な安全保障、また核不拡散とテロ防止に
とって極めて重要である。加えて、日本は、
米国ならびにロシアが、１９９１年－１９９２年の
宣言どおり、両国の非戦略核兵器を完全
かつ自発的に削減するというイニシアティ
ブを履行し、またそれらのイニシアティブの
履行状況に関するデータを提供するよう望
む。

（５）旧ソ連の非核化支援
　日本は、実際的で具体的なステップを一
歩一歩進んでいくことが、核兵器のない平
和で安全な世界を、可能な早期において
実現するための唯一の方法であると考え
る。よって、日本はこれまで以下のような実
際的措置を積極的にとってきた。

　２００２年６月、日本はＧ８グローバルパート
ナーシップのために２億ドル強の資金貢献
をすると発表した。そのうち１億はロシアの
余剰兵器プルトニウムの処分計画に、残り
は原子力潜水艦の解体などのプロジェクト
に充てられる。

(原子力潜水艦)
　日本は、すでに、ロシアに対して液体放
射性廃棄物処理施設を供与した。２００３年
１２月、日本とロシアは、ビクターIII級退役
原潜の初の解体プロジェクトに着手した。
これは今秋までに完了する予定である。

（ロシアの余剰兵器級プルトニウムの管理
と処分）（略）

（国際科学技術センター（ＩＳＴＣ））（略）

（ロシア以外の旧ソ連国に対する支援）
（略）

（６）報告
　２０００年再検討会議の最終文書で合意さ
れた１３項目の実際的措置の一項目である
ＮＰＴ第６条の履行に関する定期報告をす
べての締約国が提出することは、核軍縮に
向けた重要な一歩である。

　第１回準備委員会よりも多くの報告書が
第２会準備委員会において提出され、透明
性の強化に寄与したことは、勇気付けられ
る事実である。日本は、第１回ならびに第２
回準備委員会において包括的な報告書を
提出した。日本は、この傾向が今後も続き、
さらに強化されることを希望する。報告の具
体的方法が継続して議論されるべきであ
ると考える。

　日本は、すべての国家、とりわけ核保有
国が、核軍縮に向けた努力に関する報告
の作成を進めることを期待する。

３．不拡散

（１）ＮＰＴとＩＡＥＡ保障措置への誓約の強化
（略）

（２）輸出制限（略）
（３）核テロに対する措置（略）
（４）アジアの核不拡散協力における日本の
推進努力（略）

４．核エネルギーの平和利用（略）

５．普遍性と遵守（略）

（１）普遍性（略）
（２）遵守
（北朝鮮）
　ＮＰＴおよび他の関連する多国間条約の
信頼性が損なわれることは重大な懸念事
項であり、いかなる国にとっても決して利に
はならないと強く確信する。こうした観点か
ら、日本は、北朝鮮の不遵守について深く
憂慮する。

　北朝鮮は、公式にも非公式にも、核兵器
を開発し、あるいはすでに保有していると
表明ないし暗示してきた。北朝鮮が追求す
る核計画は、日本の国家の安全に対する
直接的な脅威である。それらはさらに、北東

アジアの平和と安定を脅かし、国際的な不
拡散体制に対する重大な挑戦となってい
る。

　こうした観点から、日本は次の立場を明
らかにしており、これらを受容するよう長い
間北朝鮮に求めてきた。
－北朝鮮による核兵器の開発、取得ある
いは保有、実験ないし運搬は決して許
容されない。

－北朝鮮は、ＮＰＴの下におけるすべて
の義務を遵守し、したがって、ＩＡＥＡ保
障措置協定の義務も遵守しなければ
ならない。
－北朝鮮は、完全、検証可能、不可逆的
な方法によって、秘密裏のウラン濃縮
計画を含む、すべての核計画を速や
かに廃棄しなければならない。

　北朝鮮は、今日までこれらの目標に従う
姿勢をほとんど示していないが、６カ国協議
などの外交手段を通じて北朝鮮の核問題
を平和的に解決するために、日本は最善を
尽くす努力を続ける覚悟である。しかしな
がら、北朝鮮は迅速に決定を下し、国際社
会の要求に対し積極的に応えなければな
らない。

(イラン)（略）
(リビア)（略）

６．非核兵器地帯と
　消極的安全保証

（１）非核兵器地帯
　日本は、地域の関係国間で自由意志に
よって達成された制度に基づいて、また、そ
のような地帯の設立が地域の安定性と安
全保障に貢献するとの条件の下で、非核
地帯の設立を支持する。
（略）

（２）消極的安全保証
　国連安保理決議９８４（１９９５年）および関
連する核兵器国の宣言に基づく、ＮＰＴの
非核兵器国に対する安全の保証に関して
検討し議論することは重要である。この観
点から、日本は消極的安全保証に関する
特別委員会を設立することを含む作業プ
ログラムがＣＤで合意されるとの意見を支
持する。

７．市民社会および将来の世代
　との対話
（略）
（訳：石田恭子、ピースデポ）
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳
絢子、石田恭子、大澤一枝、田巻一彦、津留佐和子、中
原聖乃、中村和子、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読（年
６，０００円）の更新をお願いします。●メッセージなし：贈呈い
たしますが、入会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
新サービスとして『モニター』電子版のメール配信を開始しました。料金体系は変わりません。詳しくは、ウェブサイトの入会案内の
ページをご覧ください。また、従来どおり紙でも受取れます。会員には、『モニター』と『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報の
利用等に優遇されます。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

今号の略語

ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＩＡＥＡ＝国際刑事裁判所
ＮＡＣ＝新アジェンダ連合
ＮＡＭ＝非同盟運動
ＮＮＳＡ＝国家核安全保障局
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＰＲ＝核態勢見直し
ＮＳＡ＝消極的安全保証
ＭＰＩ＝中堅国家構想

した作業文書（６～７ページに全訳）の核軍縮に関する部
分が昨年とほぼ同じ文言の繰り返しに過ぎないことによ
く現れている。
　作業文書における「安全の保証」に関する記述も昨年
と同じである（７ページ、６（２））。ここでは、「法的拘束力を
もたせる」という核心の文言を避けて、当たり障りのない
言葉だけを並べている。「法的拘束力をもたせる」ことへ
の態度表明をしないということは、「法的拘束力のあるＮ
ＳＡに向かうための勧告」を準備委員会に求めた２０００年
合意を、日本自身が履行していないことを意味する。
　米国による新型核兵器の研究解禁の動きや核実験再
開に要する準備期間の短縮にも言及していない。声明
や作業文書においてこれらに的確に反応しているＮＡＣ
やＮＡＭとは対照的である。

◆狙いを定めた運動が必要
　崩壊したと言わざるをえない準備委員会の後に、２００
５年再検討会議が、どのような会議になり、どのような結果
をもたらすのか、誰も予想できない。秋の米国大統領選
挙の結果が、大きな影響を持つことは確かである。しか
し、一方では、テロリストの核兵器使用がいつ現実のもの
になってもおかしくない、暴力の応酬が続く世界の現状
がある。
　そんな中で日本の私たちは、２００５年に向かって何を
すべきなのだろうか。国際政治の困難と混乱を目の当た
りに見て、確かなことが一つある。この局面においては、
国際政治は世論がなくては動けないのである。利害が絡
み合って、その壁の大きさに圧倒され、気概のある外交

官も途方に暮れてしまう。
　つまりは日本の私たちが、深刻に問われているという
ことである。被爆者が、脳裡に焼き付いている原風景と
生き地獄と表現される原子野を語り継いできたこの日本
において、変化を作る端緒を作れなくて誰が作るのだろ
う。「日本」が、防衛には核兵器が必要だと言っているこ
とほど、人道に反することはない。ヒロシマとナガサキの
世界へのメッセージを、これほどおとしめることはない。こ
れを変えることに狙いを定めて、変化を作りたい。 (中
村桂子、梅林宏道)
注：
１．レベッカ・ジョンソン「２００４ＮＰＴ準備委員会の報告」（「軍縮外
交」第７７号、２００４年５／６月）

２．ダグラス・ロウチ「核競争の再発か、核軍縮か：人類の命運を
決める選択――ＮＰＴ２００５再検討会議第３回準備委員会の政
治的分析」http:/ /www.gsinsti tute.org/mpi/pubs/npt-
analysis.pdf

３．カナ表記は、在日インドネシア大使館に確認して行われた。
４．NPT/CONF.2005/PC.III/CRP.4(5 May 2004)
５．ジョン・Ｒ・ボルトン「ＮＰＴ：違反の危機」。２００４年４月２７日
６．同上。　　７．同上。
８．新アジェンダを代表したメキシコのアルフォンソ・デ・アルバ大
使の一般演説。２００４年４月２６日

９．新アジェンダ連合「実質問題に関する勧告」、N P T /
CONF.2005/PC.III/11(26 Apr 2004)。全訳：「核兵器・核実験
モニター」第２１２号（０４年６月１５日）

１０．新アジェンダ連合作業文書「安全の保障」、「核兵器・核実験
モニター」第１８８号（２００３年６月１日）に抜粋訳。

１１．注９と同じ。　　１２．注８と同じ。
１３．ＮＡＭを代表したマレーシアのラスタム・モード・イサ大使の
一般演説。２００４年４月２６日

１４．ステファン・ラドメーカー米国務次官補の第６条に関する演
説。２００４年５月３日

１５．ディビッド・ブローチャー英大使の一般演説。２００４年４月２６日
１６．注１４と同じ。　　１７．注１４と同じ。　　１８．注８と同じ。
１９．胡小笛・中国大使の一般演説。２００４年４月２６日）

� � ５ページからつづく

＜参加者＞中国：シェン・ディンリ（復旦大学国際研究所）、リュウ・
シェチェン（中国国際研究所）、シュ・ウェイディ（国防大学戦略研
究所）／韓国：チョン・ウクシク（韓半島市民平和ネットワーク）、カン・
チュンミン（核問題アナリスト）／朝鮮民主主義人民共和国：（残念
ながら日程調整がつかず不参加との回答）／ドイツ：ユルゲン・
シェフラン（不拡散・国際科学技術者ネットワーク（ＩＮＥＳＡＰ））、レギ
ナ・ハーゲン（ＩＮＥＳＡＰ）／日本：梅林宏道（ピースデポ）、高原孝生
（明治学院大学）、黒崎輝（立教大学）、中村桂子（ピースデポ）

上海ワークショップ：
　　東北アジアにおける非核地帯とミサイル管理

お知らせ

●日時：２００４年７月１６日（金）～１８日（日）
●場所：上海・復旦大学米国研究センター
●共催：ピースデポ／復旦大学国際研究所

　米軍プレゼンスを前提
とする枠組みを超えて、東
北アジアの協調的安全保
障を発展させることを目的
とする。この地域の核とミ
サイルの現状を論じ、モデ
ル・東北アジア非核兵器
地帯条約や地域ミサイル
管理の枠組みの可能性に
ついて集中討論を行う。

●Ｍ


